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１．基本的な考え方 1

• 少子化の進行は、人口減少、特に生産年齢人口の減少と高齢化の進展を通じて、労働供給
の減少、市場規模の縮小、経済成長率の低下など、社会経済に多大な影響を及ぼす問題
⇒ 少子化対策は国の将来を左右する最重要課題の一つ

• 雇用の7割を占める中小企業では人手不足が深刻化
⇒ 労働力人口の確保、ビジネスに多様な価値観を取り込む観点から、
女性の更なる活躍推進は不可欠

• 日商・東商調査では、女性活躍を推進する上で「家事・育児・介護等の負担の集中」が
大きな課題。女性自身の活躍意欲向上を阻害している一因との見方も
⇒ 少子化対策・成長戦略の両面において「仕事と育児の両立」支援が重要

（参考）女性活躍推進上の課題（上位６項目）
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家事・育児・介護等の負担が女性に集中している

女性社員本人が現状以上の活躍を望まない

税・社会保険負担（１０６万円、１３０万円の壁等）が
障壁となり、就業時間の調整を意識する女性社員が多い

管理職・役員候補の女性社員（経験・年齢層）が少ない

業務特性により、女性が活躍できる業務が少ない

残業を含め労働時間が長く、仕事と家庭の両立が難しい

出所：「人手不足の状況および多様な人材の活躍等に関する調査」（2022年9月 日本・東京商工会議所）
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２．仕事と育児の両立に向けた３つの視点
（多様な人材の活躍に関する重点要望（2022年10月）より）
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① 男女問わず育児休業を取りやすい環境づくり
• 改正育児・介護休業法により、本年10月から「産後パパ育休」、育児休業の分割取得の
制度が導入されたが、日商・東商調査では、男性育休取得推進上の課題として「代替要員
の採用・確保」を挙げる声が大きい

• 男女問わず育児休業を取りやすいよう環境づくりに向けて、企業における「業務の平準化、
共有化」「従業員のマルチタスク化」への支援が必要

出所：「人手不足の状況および多様な人材の活躍等に関する調査」（2022年9月 日本・東京商工会議所）
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上司・同僚の理解が不足している

育児休業に係る労務管理の負担が大きい

年次有給休暇や特別休暇を活用しているため、
必要性を感じない

男性社員自身が育児休業の取得を望まない

採用難や資金難で育休時の代替要員を外部か
ら確保できない

専門業務や属人的な業務を担う社員の育休時
に対応できる代替要員が社内にいない

（参考）男性育休取得推進上の課題（上位６項目）



② 保育の「質」と「量」のさらなる充実
• 待機児童の解消には一定の目途
• 多様化する保育ニーズ（病児保育、延長保育）への対応とともに、現場の担い手である
保育士の待遇改善（公定価格のあり方の見直し等）も必要

③ 子育て支援に係る安定的な財源の確保
• 育児休業給付金の財源は近い将来枯渇が懸念
• 企業主導型保育事業や０～２歳時相当分の保育給付は、企業から徴収される事業主拠

出金が財源とされるが、子育てを社会全体で支える観点から、子育て支援予算は税による
恒久財源で賄うべき

1,061 

1,917 2,229 1,951 

1,034 

▲575 ▲1,000

▲500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

資金残高 収入 支出

資金残高：
億円

収入・支出：
億円

出所：「第166回職業安定分科会雇用保険部会」資料を基に作成

（参考）育児休業給付に係る財政運営試算

3２．仕事と育児の両立に向けた３つの視点
（多様な人材の活躍に関する重点要望（2022年10月）より）



３．中小企業における取組事例１

佐川印刷株式会社（愛媛県松山市）

事業内容：商業印刷、クロメディア事業など 従業員数：80名

○元々女性社員は多かったが、結婚・出
産、育児などライフステージの変化で離職す
るケースが多く、定着率が低かった。
○それぞれのライフステージにおける女性社
員の要望を経営者自ら丁寧にヒアリングす
るなど、両立支援制度ありきの推進ではな
く、制度を使いやすい「お互い様・おかげ様」
の風土づくりに努める。ＩＴ活用による生産
性向上で社員を付加価値の高い業務へ。
○女性の離職者が減り、女性社員の平均
勤続年数は取組前の約２倍に。社員のモ
チベーションアップにつながり、女性管理職比
率も約３割にまで上昇。

背景

取組

成果
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「Ｗのキセキ 女性が輝く職場づくり～取組事例集～」（日本・東京商工会議所 2022年９月７日発行）
【参考ＵＲＬ】https://www.jcci.or.jp/sangyo2/20220907_Wnokiseki.pdf

https://www.jcci.or.jp/sangyo2/20220907_Wnokiseki.pdf


３．中小企業における取組事例２

○以前から産休・育休制度はあったもの
の、「周りに迷惑をかけたくない」と退職する
女性社員が多く、女性目線の商品開発が
出来ていなかった。
○子育てしながら働く女性社員のロールモ
デルを形成した他、独自の「ＭＯ（もどって
おいで）制度」を導入し、出産・育児を経
ても働き続けられる環境を整備。女性を積
極的に登用し、能動的な業務にシフト。
○社員全員でサポートし合う仕組が確立
し、過去16年間で退職者は０人。女性
目線での商品開発により新たな市場を開
拓。

背景

取組

成果

株式会社吉村（東京都品川区）

事業内容：日本茶等の食品包装資材の製造・卸売 従業員数：238名

「Ｗのキセキ 女性が輝く職場づくり～取組事例集～」（日本・東京商工会議所 2022年９月７日発行）
【参考ＵＲＬ】https://www.jcci.or.jp/sangyo2/20220907_Wnokiseki.pdf
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https://www.jcci.or.jp/sangyo2/20220907_Wnokiseki.pdf
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